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概 要  
本稿の目的は、生産財企業における意味的価値創出のフレームワークと技術戦略を提示す
ることにある。「日本の製造業が抱えている最大の課題はものづくりは得意でも、それを高い
業績に結び付けることができないことである。」（延岡，2011）など、日本の製造業は技術力
を事業成果に結びつけられていないとの指摘が多くなされており  、いかにして技術を価値創
造に結びつけるかを提示することが本稿の課題である。延岡（2011）は、意味的価値を「機
能だけではない主観的な価値」と定義し、消費財だけでなく生産財でも意味的価値の重要性
を指摘する。機能的価値に根拠を求めながらもソリューションの提供により意味的価値の創
出が可能であるとするが、既存の研究は最終財が中心となっており中、間財企業がどのよう
にソリューションを提供していくのか充分に検証されていない点に課題があった。そこで本
稿は、中間財企業の製品開発に焦点を当て、コア技術と製品開発、価値創造との関係性を分
析する。取り上げる製品開発の事例は、肌着は綿という常識を覆した東レとファーストリテ
イリングによるユニクロの機能性肌着“ヒートテック”の共同開発、世界で始めて掘削せず
に下水管補修工事を可能にした積水化学の“SPR 工法”である。これらは共に成熟産業にあ
りながらも差別化された製品開発に成功し、高いパフォーマンスを実現した事例である。  
これらの事例から明らかにされるのは次の三点である。第一にコア技術から周辺技術へ拡
張することの重要性である。これにより中間財サプライヤーはコア技術を顧客の商品コンセ
プトへ転換し、コンセプトを具現化するためのソリューションを提供することで、最終財、
生産財それぞれの意味的価値を同時に創出する。既存の研究では消費財と生産財の意味的価
値は別々に議論されてきたが、ここでは二つの意味的価値が相互依存的に存在する。第二に、
アーキテクチャのデザイン能力の重要性である。従来の研究では企業内部の能力と捉えられ
ていたアーキテクチャのデザイン能力が、中間財サプライヤーにとっては価値創造するため
の外部企業との関係性をマネジメントする能力として重要な役割を果たしている。第三に中
間財サプライヤーはオープン化によって価値創造するということである。東レ、積水化学の
周辺技術への拡張による価値創造のプロセスは、オープンイノベーションはものづくり企業
にとって価値創造に結びつかないという議論とは異なるものであった。ここから得られる実
務へのインプリケーションは、優れたコア技術の機能が価値を創造するのではなく、コア技
術に社内外の技術を統合し、顧客の問題解決に結びつけイノベーションを実現することが意
味的価値を創造するということである。  
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１．はじめに 
本稿の目的は、生産財企業における意味的価値創出のフレームワークと技術戦略を
提示することにある。生産財とは組織購買される財・サービスをいい、一般消費者が
購買者となる消費財とは区別される 1。また、経済学では生産過程に投入される中間生
産物を中間財として、直接消費の対象となる最終財と区別される 2。中間財とは生産財
であって最終財ではないものを指す。本稿では、日本の中間財企業の事例をもとに、
生産財企業が周辺技術を活用し、顧客の製品開発段階でのソリューション提供により
付加価値を高めていることを示す。ここでは、顧客の製品・サービスの開発段階でサ
プライヤーから提供されるサービス市場のことを「ビフォアマーケット」と定義する。
これは、サプライヤーが顧客に製品・サービスの販売後に提供されるサービスの市場
である「アフターマーケット」（長内･榊原，2012）と対になる概念である。従来の生
産財の意味的価値の研究では、顧客へのソリューション提供が重要であるも、製品購
買後に提供されるアフターサービスの議論が中心であり、ビフォアマーケットの重要
性は充分に議論されてこなかった。よって本稿においては、ビフォアマーケットで提
供されるソリューションによって意味的価値が創出されることを明らかにし、従来の
研究を補完する。また、中間財企業が下流の事業で蓄積したノウハウを活用し技術の
オープン化によって価値創造していることも明らかにする。このことは、オープンイ
ノベーションは価値づくりに貢献しない（延岡，2010c）という議論と異なり、ものづ
くり企業のオープン化による技術戦略の有効性を示す。  
延岡（2011）は、意味的価値を「機能だけではない主観的な価値」と定義し、消費
財だけでなく生産財でも意味的価値の重要性を指摘した。生産財では、機能的価値に
根拠を求めながらもソリューションの提供により、意味的価値の高い製品を実現する
ことが可能であるとしている。キーエンスのファクトリーオートメーションセンサー
のコンサルティング営業（延岡，2010b）、コマツの建機の稼働状況のモニタリングシ
ステムやソニーの放送機器の迅速な修理体制のアフターサービスによる価値創造（長
内，2018）等 3がその実例といえる。  
本稿では、中間財企業による製品開発の成功事例を取り上げ、コア技術と製品開発、
価値創造との関係性を示していく。これまで生産財の意味的価値の議論は最終財が中
心であった。中間財は、顧客の生産活動に組み込まれ最終財となることで、その機能
が始めて発揮される。中間財各々の機能は限定的であり、複数が組み合わされて価値
を持つことができる。これは最終財と異なる性質である。そのため、中間財の意味的
価値創出のプロセスを検討することは、生産財の意味的価値の研究をより有意義なも
のへ発展させることが出来ると考える。  
本稿で取り上げる製品開発事例は、肌着は綿という常識を覆した東レとファースト
リテイリング（以下、FR 社）によるユニクロの機能性肌着“ヒートテック”、世界で
始めて掘削せずに下水管補修工事を可能にした積水化学の“SPR 工法”である。ヒー
トテックを供給する東レの合成繊維事業は成熟産業でありながらも、ROA、営業利益
                                                   
1 『マーケティング・マネジメント（第 12 版）』（Kotler & Keller，2006）を参照。  
2 『経済学用語辞典』（佐和 隆光，2006）を参照。  
3 それ以外の事例は、ディスコ、テルモ、３M ジャパンなどある。延岡（2011）が詳しい。  
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成長率は、炭素繊維や海水淡水化膜といった同社の他の先端材料事業と比較しても高
いパフォーマンスを実現している。積水化学の管路更生 4事業も、塩ビ管という成熟産
業でありながら、事業拡大に成功し業界 No1 のシェアを持つ。  
「日本の製造業が抱えている最大の課題はものづくりは得意でも、それを高い業績
に結び付けることができないことである。」（延岡，2011）という指摘に対し、敢え
てこれらの成熟産業における価値創造プロセスを分析することで、課題解決となる事
例を探索していきたい。他にも日本の製造業を対象に技術力が事業成果に結びついて
いないとの指摘は多くなされており 5、いかにして技術を価値創造に結びつけるかを提
示することが本稿の課題である。  
東レは、「顧客の顧客」であった FR 社に特殊なポリエステル繊維をコア技術に使用
したドライな合繊肌着というコンセプトを提案した。それに加え、複数の繊維、染色
技術などコア技術の周辺の社内外の知識・技術を統合することでコンセプトをヒート
テックというかたちで具現化させ、縫製品サプライヤーのネットワークを構築するこ
とで持続的な価値創造を実現している。積水化学も、塩ビを加工したプロファイルと
呼ばれる工事用部材のコア技術から「顧客の顧客」であった東京都へ掘削工事不要な
下水管補修工事というコンセプトを提案し、施工機械、診断、施工の周辺領域に技術
を拡張させ、施工会社をネットワーク化することで成功している。これらはいずれも
中間財サプライヤーがコア技術から優れた最終財の商品コンセプトを生みだし、ビフ
ォアマーケットでのソリューション提供によって意味的価値を創出している。また、
それを可能としているのはコア技術以外の周辺技術を統合し、バリューチェーンをネ
ットワーク化していくオープン化の組織能力である。ここから得られる実務へのイン
プリケーションは、優れたコア技術の機能が価値を創造するのではなく、コア技術に
社内外の技術を統合し、顧客の問題解決に結びつけイノベーションを実現することが
意味的価値を創造するということである。  
本稿では、第２章で先行研究のレビュー、第章で東レのヒートテック、積水化学の
SPR 工法の事例分析、第４章で考察、第５章で結論として実務へのインプリケーショ
ンと今後の課題を述べる。  
 
２．先行研究 
2.1 生産財における意味的価値 
本章では、本稿が課題とする生産財の価値創造と社内外の技術統合に関する組織能
力の先行研究レビューを行う。生産財の価値創造に関しては、前述の通り延岡（2006a；
2006b）が意味的価値を提唱し、生産財も含め議論している。また、これとは別に製品
開発論の分野では中間財企業を対象にした成功要因の研究もある。一方、社内外の技
術統合に関する議論は、オープンイノベーション（Chesbrough，2003）の文脈で議論
されており、真鍋・安本（2017）によって包括的な検討がなされている。まず本節で
は生産財の意味的価値の研究をレビューし、次節では中間財の製品開発の研究につい
ても触れる。第３節では真鍋・安本（2010，2017）の議論をもとにオープン化の組織
                                                   
4 老朽化した下水管補修工事方法の一種。  
5 例えば、小川（2014）などがある。  
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能力について既存研究のレビューを行う。オープン化に関しては、ものづくり企業の
価値創造に貢献しないとの議論もあり（延岡，2010c）、第４節でオープンイノベーシ
ョンと価値創造の議論についてもレビューする。  
本節では、生産財の意味的価値についてレビューする。意味的価値は「機能だけで
はない主観的な価値」と定義される（延岡，2011）。延岡（2011）は、ものづくりが
価値づくりに結びつかなくなってきたことを指摘し、その原因として新技術・新商品
の独自性が長期間維持できなくなっていること、機能や品質が一定レベルまで向上し
たことで顧客側の主観的な価値基準の重要性が高まってきたことを挙げている。この
ような状況に対して、技術・スペックなどの客観的に決まった価値基準によって定ま
る「機能的価値」から顧客が主観的に商品に対して意味付けすることによって生まれ
る「意味的価値」を提案した。商品価値は機能的価値と意味的価値から構成されると
して、機能的価値を根源としながらも客観的に測れない部分の価値を意味的価値とし
包括的に捉えている。マーケティング分野では「経験価値」（Schmitt，1999）や「サ
ービス・ドミナントロジック」（Vargo and Lusch，2004）といった概念もあるが、こ
れらに共通する主張は商品の機能そのものではなく、商品と顧客によって協創される
価値の重要性である。一方、意味的価値では、技術経営の観点から意味的価値と機能
的価値は相互依存的で不可分な関係と考え、技術が意味的価値の創造に大きな役割を
果たすという点を強調している（延岡他，2015）。  
意味的価値の概念が経験価値や情緒的価値のマーケティング分野の概念と近いこと
もあり消費財を想起させるが、延岡（2011）は生産財においても意味的価値の重要性
を指摘する。顧客固有の主観的・状況依存的な価値基準によって意味づけられる点で
は消費財も生産財も同じであるが、生産財は経済合理性が伴う必要がある点において
消費財とは異なる。生産財の意味的価値は機能的価値に根拠を求めながらもソリュー
ションの提供によって実現可能であるとされ、価値づくりの源泉が商品（機能・スペ
ック）にあるのか固有の問題解決（ソリューション）にあるのか、顧客価値の特性が
潜在的か顕在的かで示される（図表 1）（延岡，2011）。  
【図表 1：生産財における意味的価値】  
 （出所）延岡（2011）  
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また、延岡（2011）は意味的価値のマネジメントについても言及している。顧客の
深層の価値基準を理解した上で、意味的価値をもった商品開発を行う２段階のマネジ
メントを提唱し、生産財では顧客の深層の価値基準の理解が差別化のポイントになる
ことを強調している（図表 2）。  
【図表 2：意味的価値の２段階マネジメント】  
 
 
キーエンスのファクトリーオートメーションセンサーのコンサルティング営業によ
る付加価値創造（延岡，2010b）、コマツの KOMTRAX という独自の通信システムに
よる建機の稼働状況のモニタリングやソニーの放送機器の迅速な修理体制による産業
機器でのアフターサービスの意味的価値（長内，2018）でソリューションの重要性が
実例として示されている。しかしながら、生産財の意味的価値を「潜在的ニーズに対
する経済的合理性を伴うソリューションの提供」とするとその範囲が広すぎる点に課
題が残る。また、これまでの研究は生産財の中でも最終財が中心であったが、中間財
が最終財と異なる性質を持つことは既述の通りである。そこで、第 3 章ではこれまで
意味的価値の文脈では検討が充分でなかった中間財サプライヤーの価値創造のプロセ
スを検討する。  
 
2.2 中間財における製品開発の研究 
本節では、生産財の中でも中間財の価値創造のプロセスについて検討するため、中
間財の製品開発に関する既存研究をレビューする。技術経営の分野における製品開発
プロジェクトの成功要因を探る研究の中で中間財企業の特性についても研究されてい
る。中間財とは生産財であって生産過程に投入される中間生産物であり、素材産業は
中間財の代表的な産業である。日本の製品開発論における中間財の研究は、Kusunoki 
et al（1998）が日本企業を対象とした製品開発の組織能力についての研究で産業間の
違いに着目したことに遡る。システムベース型の産業とマテリアルベース型に分け、
製品開発で重要視される特性に関してアンケート調査による定量分析を実施している。
システムベース型では動的に社内でネットワークを構築して開発を進める組織のプロ
セス能力が重視されることに対して、マテリアルベース型の産業では、技術知識の蓄
積や技術データベースなど組織毎に存在するローカル能力が重要視されることを明ら
かにした。システムベース型の産業とはいわゆる組立産業に相当し、マテリアルベー
ス型の産業とは素材および素材加工産業に相当する。このことは中間財の製品開発に
おいて、組織間の知識を統合していく能力よりも R＆D の力量が重要となっているこ
とを示す。  
桑嶋（2003）は化学品の製品開発の成功プロジェクトの実証分析を通じて、ニーズ
を先取りするため「顧客の顧客」を視野に入れた製品開発が化学品でも重要であるこ
とを明らかにし、中間財サプライヤーによるコンセプト提案の重要性を指摘した。ま
（出所）延岡（2011）をもとに筆者作成  
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た、富田（2003）は、素材産業の製品開発では技術不確実性と市場不確実性の克服が
必要であるとした上で、市場不確実性を克服するために素材メーカーによる最終顧客 6
への働きかけが重要であることを指摘している。上田・天野（2012）は富田（2003）
の議論を発展させて市場不確実性の克服には、最終顧客志向に加えて、中間業者のマ
ネジメントの重要性を指摘した。  
以上の通り、中間財の製品開発論では、サプライヤーが自社の新製品開発段階で最
終顧客のニーズを把握し、コンセプト提案を行うことが成功要因となることが明らか
にされている。しかし、把握したニーズをもとにどのように製品開発すべきかという
技術戦略については充分議論されていない。意味的価値の文脈でも３M ジャパン、テ
ルモ、ディスコの生産財企業がオープンラボによって顧客理解を深め価値創造に結び
つけている事例が示されている（延岡，2011）。しかし、ここでも製品の使い方をソ
リューションとして顧客に提供することで価値創造できることが示されるに留まって
いる。中間財企業の場合、最終財に比べ自社の技術・製品のもつ機能の限定性ゆえに、
R&D によっていくら機能的に優れた製品が開発されたとしても、顧客の問題を解決で
きない場合がある。また、顧客の側も、最終顧客であればあるほど価値創造につなが
るニーズ（潜在ニーズも含め）は持っているが、自ら中間財を統合して課題解決を行
う能力は持たない場合が多い。そこで、第３章では中間財サプライヤーの技術戦略と
して自社の製品・技術であるコア技術を最終顧客の課題解決に結びつけているのか分
析する。  
 
2.3 オープン化の組織能力 
本節では、オープン化の組織能力に関する先行研究のレビューを行う。東レ、積水
化学の中間財サプライヤーによる価値創造の過程では、社内外の技術の統合、バリュ
ーチェーンのネットワーク化が重要な役割を果たしたと考えられる。これらは、いず
れもオープンイノベーションの組織能力の文脈で議論されている。オープンイノベー
ションとは、Chesbrough（2003）が提唱した概念で「オープンイノベーションは企業
内部と外部のアイデアを有機的に結合させ、価値を創造することをいう」と定義され
ている。Chesbrough（2003）はインテルの事例をもとに社内と社外の知識を結合して
新しいアーキテクチャを創る意義も指摘したが、その能力については充分検討されて
いなかった（真鍋・安本，2017）。真鍋・安本（2010）は、既存研究を体系的に整理・
検討し、オープンイノベーションにおける組織能力を技術や知識の統合能力と媒介能
力に大別されることを示した。統合能力は、ダイナミック・ケイパビリィティの概念
（Teece et al.，1997）をもとに Lichtenthaler & Lichtenthaler（2009）がオープン・イ
ノベーションのプロセスには知識の探索に関する能力、知識の保持に関する能力、知
識の活用に関する能力およびこれらの能力を組み替えるナレッジマネジメント能力が
必要だと主張している。媒介能力としては、ネットワークおよびバリューチェーン上
のポジションの選択（Jacobides et al.，2006）、媒介機能（Fichter，2009）、ネットワ
ークの活用能力（Dittrich & Duysters，2007）がある。  
                                                   
6 最終財となる財・サービスを供給する企業をいう。本稿では「顧客の顧客」と同義。  
 8 
これらの議論を踏まえ、安本・真鍋（2017）はオープンイノベーションの組織能力
を企業内部の知識・技術を管理する能力、企業外部の知識・技術を管理する能力に分
けて整理している。前者は、ビジネスモデルの構築能力、知的財産権の管理能力、ア
ーキテクチャのデザイン能力から構成され、後者は知識の吸収能力、企業間ネットワ
ークの構築能力、標準化の促進能力から構成される（図表 3）。しかし、安本・真鍋（2017）
の提示したオープン化の組織能力のフレームワークは、網羅的であるがゆえに次の二
点の問題を抱える。第一の問題は、全ての能力が必要なのか、例えば産業レベルや企
業レベルで必要な能力が異なるのか判然としないことである。問題の二つ目は、組織
能力をどのように構築していくかが明確でない点にある。これら組織能力の各構成要
素間の相互作用の重要性を指摘しつつも、図表３はほぼ全ての能力間に関連性がある
とされており充分検証されていない。また、能力獲得のプロセスも「試行錯誤を通じ
て構築していく必要があると考えられる。」（安本・真鍋，2017）と述べるに留まる。
これらの議論を踏まえ、第３章では、中間財サプライヤーのオープン化の過程を分析
し、どの組織能力が周辺技術の統合に貢献し価値創造を可能にしているのか、また、
それらの能力はどのようにして獲得されるのかを考察する。  
【図表 3：オープン化の組織能力】  
 
 
 
2.4 オープンイノベーションと意味的価値 
本節では、オープンイノベーションと価値創造の議論について先行研究のレビュー
を行う。東レ、積水化学の事例では、中間財サプライヤーが価値創造の過程で従来は
自社が保有していなかった周辺技術を活用しており、オープン化の組織能力がそれを
可能にしていると考えられる。しかし、オープンイノベーションと価値創造について
は、否定的な見解も多い。延岡（2010c）は、オープンイノーベーションは価値づくり
に負の影響があると主張する。オープンイノベーションによって社外の資源を活用し、
迅速かつ低コストで良い商品開発が作り出せる可能性が高くなるが、モジュール化・
標準化によって最終的にはものづくり能力が均質化し、価値づくりの源泉である差別
化が困難になるとしている。  
（出所）安本・真鍋（2017）  
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また、武石（2012）も P＆G、シスコシステムズ、インテル、アップルをオープンイ
ノベーションの成功事例としながらも、それぞれの企業が優れた経営成果を達成して
いるのはオープンイノベーションを実践しているからではなく、「価値の創造と獲得
のメカニズム」を有することでこれらの企業は成功できたと分析している。オープン
イノベーションは、価値創造におけるメカニズムの一要素であることを強調し、クロ
ーズド 7な創意工夫で築いたものの重要性を指摘している（武石，2012）。  
クローズドの重要性の指摘としては、意味的価値の文脈で延岡（2011）が提唱する
「積み重ね技術を活用したコア技術戦略」も同様である。コア技術戦略とは、特定の
技術分野に集中しながら長期間にわたり多種多様な商品を頻繁に開発し展開する技術
戦略である。延岡（2011）は、革新技術と積み重ね技術に分けて議論し、日本企業の
意味的価値の創出には積み重ね技術が重要であるとしている。延岡（2011）の言う革
新技術とはこれまでにない新しさに支えられた技術であり特許を取得できるような技
術である。一方、積み重ね技術とは特許を取得できるような革新性はないが、組織に
長年積み重ねられてきた技術的なノウハウや経験知、特定の技術分野における設計開
発能力および問題解決能力に支えられた技術である。  
これらの延岡、武石の一連の議論は、最終財の視点でコア技術としての製品知識（武
石，2003）の重要性を指摘するものであり、それを支える自社の技術力に関する資源 8
が差別化の源泉であると主張する。しかし、中間財サプライヤーの場合には視点を変
えてみる必要がある。Gawer & Cusmano（2002）はプラットフォーム・リーダー戦略
として、技術進化の速い産業を前提にしながらも、コア技術の進化の価値を最大化す
るためにはプラットフォームリーダーの製品化技術の提供によって補完財のエコシス
テムを繁栄させることの重要性を指摘する。インテルの MPU 事業は、インテル・アー
キテクチャ・ラボラトリーによって獲得した製品化技術をオープンにすることで価値
創造につなげている。東レ、積水化学は、インテルと同じく中間財サプライヤーであ
るが成熟産業にあり、Gawer & Cusmano（2002）が前提とした技術進化の速い産業で
はない。最終財でもなく、技術進化の速度が速くもないごく一般的な状況において、
中間財サプライヤーのオープン化が意味的価値の創造にどのように結びつくのか第３
章の事例分析をもとに検討する。  
 
３ 事例分析 
3.1 分析方法 
 本章では、中間財サプライヤーがどのようにソリューションを提供し意味的価値を創
出しているのか、技術開発と意味的価値の関係性から分析を行う。そのために、東レ
のヒートテック開発と積水化学の SPR 工法開発の事例を取り上げる。東レのヒートテ
ック開発は合成繊維、積水化学の SPR 工法は塩ビ管という共に技術的に成熟した産業
にありながら、差別化による価値創造に成功している。成熟産業にあり機能的価値に
                                                   
7 クローズドとは、モジュール間のインターフェースの設計ルールが１社内で閉じていること。（藤本，
2001）  
8 延岡（2011）によると技術的資源は特許、実験機器・データ、製造機器などであり、人的資源は技術
者の設計開発能力や知識・経験などがある。  
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よる差別化が難しい状況で、両社が差別化に成功しているということは機能的価値以
外の部分で価値創造している、即ち意味的価値を創出できていると考えられる。その
ため、本論文の目的に適していると判断した。調査は文献を中心に２次データで行い、
一部をインタビューで補足している。  
 
3.2  東レとユニクロのヒートテックの開発 
3.2.1 東レの合成繊維事業 
本章では、東レの繊維事業で成功したヒートテックの開発について取り上げる。東
レは、1926 年創業の合成繊維メーカーであるが、現在は合成繊維からプラスチック・
フィルム、カラーフィルター等の電子材料、炭素繊維、海水淡水化膜、医療機器など
に事業領域に拡大している。2017 年度の売上は 2.2 兆円、純利益 959 億円、ROE9.3％
となっており、日本有数の化学メーカーである。東レは繊維事業の成熟に伴い事業の
多角化を進めてきたものの（山路，2014）、一方で祖業の繊維事業は 2017 年度で売上
高 9200 億円、営業利益は 724 億円となっている。繊維事業の売上、営業利益は共に全
社の４割以上を占め、基幹事業と位置付けられている 9。  
 東レの繊維事業は、アクリル、ナイロン、ポリエステルなどの合成繊維とそれらを
加工した生地から縫製品まで幅広く手掛ける。用途は衣料品、自動車向けエアバッグ
などの産業製品、釣り糸まで多岐にわたる。繊維産業自体は、すでに 80 年代から斜陽
産業として新事業への変革がテーマとされているが（山路，2014）、東レの繊維事業
は 2011 年以降の ROA が 10％前後で推移し東レ全体の平均 6％を継続的に上回ってき
ている（図表 4）。また、営業利益平均成長率も過去 10 年間で 13％となり東レ全体の
4％を大きく上回る。  
【図表 4：東レの ROA 推移】  
 
 
近年、東レの繊維事業の業績を牽引しているのがファーストリテイリング社（以下、
FR 社）のユニクロ事業向けビジネスの成長である。FR 社は売上高 2.1 兆円で、アパレ
ル製造小売業（SPA10）で Inditex（主要ブランド名：ZARA）、H&M についで世界
                                                   
9 東レ株式会社個人投資家向け説明会資料（閲覧日：2018 年 12 月 30 日）
https://www.toray.co.jp/ir/pdf/lib/lib_a495.pdf  
10 SPA は、Speciality store and retailer of Private label Apparel の略。  
（出所）決算データをもとに筆者作成。  
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第３位の規模である 11。東レは FR 社に衣料用素材を販売しているが、2006 年に FR 社
と戦略的パートナーシップを締結するなど単なる原材料サプライヤーを超えた価値づ
くりに成功している。その代表的な成功プロジェクトである FR 社とのヒートテック開
発の経緯を分析する。  
 
3.2.2 東レとユニクロ 
1999 年に東レと FR 社の取引関係は始まった。それまでは、東レの生地を使ったア
ウターの縫製品をユニクロが縫製品メーカーから購入する間接的な関係で、直接の取
引関係にはなかった 12。繊維・アパレル業界では、サプライチェーンが複雑で多段階
に分かれており素材メーカーがアパレルと直接取引することは稀なことであった 13
（図表 5）。  
【図表 5：日本の繊維産業のサプライチェーン】  
  
 
しかし、2000 年初めに FR 社柳井社長（当時）が東レの前田勝之助会長（当時）を
訪ね 14、東レの糸・綿、紡績糸、テキスタイルで直接取引を拡大したいとの申し入れ
があり、同年 5 月に専門部署「GO（グローバルオペレーション）推進室」がユニクロ
対策室として３名で発足する。これは東レにとっても、特定の顧客に原糸販売から縫
製に至る一貫生産サービスを提供する初めての部署であった 15。  
当時、FR 社の SPA モデルは、小売店によるアパレル、商社の中抜きを意味してお
り、繊維・アパレル業界内では反発を招いていた 16。なお、ユニクロ対策室でありな
がら GO 推進室との名称になった理由も、原材料メーカーが SPA と直接取引を行って
いることをサプライチェーンの中間業者に隠すための配慮であった 17。GO 推進室を
                                                   
11 ファーストリテイリングホームページ（閲覧日：2018 年 12 月 30 日）  
https://www.fastretailing.com/jp/ir/direction/position.html  
12 『未来を紡ぐ 東レ 90 年小史』（東レ株式会社、2018 年）  
13 経済産業省製造局生活製品課「繊維産業の現状と課題」（2017 年）  
14 綱淵昭三（2006）『東レ 前田勝之助の原点 現実を直視せよ』（実業之日本社）を参照。但し、
別の資料では平井社長（当時）との記載もある。  
15 日経ビジネス 2004 年 3 月 22 日号 P62-P66 
16 『東レ 前田勝之助の原点 現実を直視せよ』（綱淵昭三、2006 年、実業之日本社）  
17 東レ株式会社 X 氏へのインタビュー（2018 年 12 月 14 日）。  
（出所）経済産業省「繊維産業の現状と課題」（2017） 
 12 
設置後の FR 社との取引は、当時ブームも一段落しかけていたユニクロのフリースジャ
ケット向けポリエステル綿、防寒ジャケットの中綿用ポリエステルの原料供給から始
まっている 18。しかし、2001 年には東レの吸水速乾性テキスタイルの特許技術を使っ
たドライ T シャツ、2002 年には東レのアクリル繊維を使ったルームウェアを縫製品で
供給するようになり、2003 年に東レと共同開発で FR 社から販売されたヒートテック
も東レが縫製品で納入している 19。  
 
3.2.3 東レの縫製品ビジネス 
FR 社との成功でキーとなったのが、東レの縫製品ビジネスである。素材メーカーの
東レにとって決してメジャーな存在ではなかった縫製品ビジネスの知識と製造ノウハ
ウを活用することで、GO 推進室による FR 社との縫製品ビジネスが可能になった。  
東レの縫製品ビジネスの源流は、香港で縫製会社向けに日本国内で製造した生地の
販売していた東レの販売部門である 20。’80 年代には東レの東南アジア各国の生産拠点
で製造された生地も香港で販売するようになり、’90 年代に入ると縫製会社に生地を販
売するだけでなく、日本のスポーツアパレルが企画した縫製品（主にスキーウェア）
を縫製会社から買い戻して日本に納入するようになる。しかし、1997 年頃を境に日本
のスポーツアパレルが、直接海外の縫製工場と取引を行うようになり、外注生産の仲
介ビジネスは急減する。一方、時期を同じくして、1995 年に東レは量販店向け衣料品
を OEM 生産・販売する本格的な縫製品事業に参入する（図表 6） 21。  
【図表 6：東レの縫製品事業のサプライチェーンの変遷】  
 
 
それまでの東レの繊維事業は、自社で生産した合成繊維の糸・綿や生地を製造・販売
する素材サプライヤーに留まっていたが、バリューチェーンのさらに川下へ事業展開
                                                   
18 『東レ 前田勝之助の原点 現実を直視せよ』（綱淵昭三、2006 年、実業之日本社）  
19 東レ株式会社 X 氏へのインタビュー（2018 年 12 月 14 日）。  
20 『未来を紡ぐ 東レ 90 年小史』（東レ株式会社、2018 年）  
21 東レ株式会社 X 氏へのインタビュー（2018 年 12 月 14 日）。  
（出所）インタビューをもとに筆者作成  
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したことになる。従来の東レの日本のスポーツアパレル向けビジネスは、日本のアパ
レルによって企画された縫製品の生地を海外の縫製工場へ販売し、出来上がってきた
縫製品を日本に納入するというロジスティクスの側面が強かった。しかし、アパレル
が縫製工場と直接取引するようになり、東レは次第に自ら縫製品の企画、調達、生産
管理まで行い、衣料品量販店に最終製品を納入するようになっていく。  
縫製品は複数の生地を裁断、ボタンなどの付属品を縫い合わせて完成品とする労働
集約型の組立産業である。一般的に季節性が高く販売時期が集中する傾向にあり、平
準化も難しく、生産性が作業者の習熟度に依存する面がある。生産する製品が目まぐ
るしく変わるので、作業者の習熟度が上がりにくい。受注が安定しないと作業者は定
着しないので、品質がばらついてしまう。従来の素材ビジネスとは異なる能力が求め
られる縫製品事業は、試行錯誤の連続であった 22。当時、縫製品への参入は、素材ビ
ジネスのソリューションとしてノウハウを活用していく明確な意図があったわけでは
なかった。しかし、この時の経験を通じて東レは縫製品の品質管理、納期管理のノウ
ハウを獲得するとともに、生地工場や縫製品工場に対する発注者の側面も併せもつこ
とで単なる材料サプライヤーとバイヤーの関係を超えたパートナー企業としてのネッ
トワークを構築していく。  
 
3.2.3 ヒートテック開発経緯 
ヒートテックは東レと FR 社が共同開発した製品であり、東レは縫製品を FR 社に納
入している。この成功によって東レは FR 社と戦略的パートナーシップを締結するなど
単なるサプライヤーを超えた価値創造に成功している。ヒートテックは FR 社がユニク
ロブランドで販売する発熱保温肌着である。寒い冬でも着膨れから解放され快適に過
ごせることから、肌着は綿 100％の過去の常識を覆し、合繊を使った機能性インナーと
いう新しいコンセプトの市場を切り拓き、2003 年の発売開始以来、2017 年には累計 10
億枚を販売し、FR 社で歴代最も販売枚数の多い製品となっている 23。  
東レの GO 推進室は、前述の通り 2000 年に材料販売から FR 社とのビジネスを開始
するが、2001 年のドライ T シャツでは縫製品を販売するようになる。当時、東レの縫
製品ビジネスは苦戦しながらも大手スポーツアパレルからの受注に成功し、自社およ
びパートナー企業で生産能力を増強していた。しかし、継続してこれらを安定的に稼
働させていく必要があったことから、GO 推進室は縫製品による納入を目論み FR 社か
ら最初の縫製品ビジネスとなったドライ T シャツを受注する。しかし、東レの期待す
る規模とはならなった。そこで、2002 年に開発中であった東レの LOCⅡセオα（以下、
ロックツー）という特殊なポリエステル繊維を使った合繊肌着を新たな企画として東
レから提案し 24、2003 年夏にユニクロの「ドライ」として販売されることになる 25。
                                                   
22 東レ株式会社 X 氏へのインタビュー（2018 年 12 月 14 日）。  
23 『HEAT TECH 10th ANNIVERSARY BOOK』（ファーストリテイリング株式会社、2012 年）および
ファーストリテイリングのホームページ参照（2018 年 12 月 30 日アクセス）。  
24 東レ株式会社 X 氏へのインタビュー（2018 年 12 月 14 日）。  
25 『HEAT TECH 10 th ANNIVERSARY BOOK』（ファーストリテイリング株式会社、2012 年）  
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ロックツーは、異形断面形状、カチオン染料可染という２つの技術的な特徴を有する
新たに開発されたばかりのポリエステル繊維であった（図表 6）。  
【図表 6：LOCⅡセオαの繊維断面写真】  
          
 
ロックツーの異形断面形状により衣服に吸湿速乾の機能を持たせることが可能とな
る。このロックツーを使ったドライなインナーという製品コンセプトは、東レ側から
提案されたものであった。当時の業界では肌着は綿 100％という常識があり社内外から
懐疑的な反応もあったが 26、吸汗速乾を売りにした合繊インナーは市場で高い評価を
獲得する 27。「ドライ」は夏用の製品であったため、東レがパートナーの縫製品工場
を年間通じて平準的に稼働させるには秋冬用の製品も必要であった。「ドライ」の反
応が良好であったことから、東レの GO 推進室と FR 社の企画会議で、FR 社より秋冬
シーズンに「夏用素材の高いドライ機能を活かして、保温効果が高く、それでいて汗
をかいてもべとつかないインナーを実現したい」との要望が出され、ヒートテックの
共同開発がスタートした 28。  
ヒートテックの技術的な特徴は、ポリエステル（ロックツー）、アクリル、レーヨ
ン、ウレタンの４種類の合成繊維を使用することで発熱保温性、吸湿速乾性、肌着と
しての薄さと柔らかさを実現していることにある 29。03 年秋冬で発売された初代ヒー
トテックは、メンズ用にロックツー、中空綿（綿を中空状に加工した糸）、ポリウレ
タンの組み合わせで商品化され、初年度に 150 万枚を販売するヒット商品となった。
しかし、「ウィメンズのインナーとしては、肌触りや薄さ、ストレッチ性など、まだ
まだ満足レベルいくレベルには達していなかった」ため、改良が必要であった。2006
年秋冬シーズンでは、中空綿の代わりに柔らかさを追求したミルクプロテインを練り
込んだレーヨンとマイクロアクリルの紡績糸に変更され、現在のヒートテックの原型
となる 30。  
                                                   
26 東レ株式会社繊維事業本部 GO 推進室堀野氏へのインタビュー（2018 年 12 月 14 日）。  
27 『HEAT TECH 10 th ANNIVERSARY BOOK』（ファーストリテイリング株式会社、2012 年） 
28 『HEAT TECH 10th ANNIVERSARY BOOK』（ファーストリテイリング株式会社、2012 年）および
東レ株式会社 X 氏へのインタビュー（2018 年 12 月 14 日）。  
29 ファーストリテイリング「ユニクロ 2017 年度ヒートテック記者発表会資料」（2018 年 12 月 30
日アクセス）https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/presen170922_UQ-HEATTECH_jp.pdf 
30 『HEAT TECH 10 th ANNIVERSARY BOOK』（ファーストリテイリング株式会社、2012 年） 
（出所）東レ株式会社ホームページ  
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2006 年の素材変更の難しさは染色にあった。ポリエステルとアクリルは、染料の種
類が異なり同時に染めることが出来ないため 31、同じ生地で使用すると染色時に色む
らが出て製品にならない。そのため、常識的には同じ生地の中でこれらの繊維を一緒
に使用しない。ロックツーであればポリエステル繊維であってもアクリル繊維と同じ
くカチオン染料を使うことができるが、繊維の種類が異なると染まり方も異なり均一
には染まらない。この染色の問題を解決するために東レの GO 推進室と繊維加工技術
チームは、パートナーの生産工場と試行錯誤することでポリエステルとアクリルを同
時に染めることができる最適な染料を見つけと染色条件の確立をする。これによりヒ
ートテックでは、従来組み合わせることの出来なかったこれらの繊維を混ぜることが
可能となり、発熱保温性、速乾性の機能性を保ちつつ従来にはない薄さと柔らかさを
実現した 32。その結果、2006 年秋冬のヒートテックは前年の 2 倍を超える 1200 万枚
を販売する大ヒット商品となる。  
その後は、ロックツー、アクリル、レーヨン、ウレタンという基本的な生地構成は
維持されながらも、ストレッチ性アップ、繊維に練り込まれる保湿剤の変更、生地の
各素材の配合比率の変更、使用する繊維の微細化など漸進的な改良が加えられてきて
いる（図表 7）33。これらの企画は GO 推進室と FR 社の企画会議で決められることも
多い。  
【図表 7：ヒートテックの歴史】  
 
                                                   
31 一般的にはポリエステルには分散染料、アクリルにはカチオン染料が用いられる。（『繊維の種類と
加工が一番わかる』（日本繊維技術士センター編，技術評論社，2012 年）  
32 日経ビジネス 2009 年 6 月 1 日号 P32-P37 および東レ株式会社 X 氏へのインタビュー（2018 年 12
月 14 日）。  
33 ファーストリテイリング「ユニクロ 2017 年度ヒートテック記者発表会資料」（2018 年 12 月 30
日アクセス）  https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/presen170922_UQ-HEATTECH_jp.pdf 
（出所）ファーストリテイリング『HEAT TECH 10 th ANNIVERSARY BOOK』  
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また、この間に東レは生産拠点を中国からベトナム、バングラディッシュ、インド
ネシアに拡大するとともに、デジタル技術による生産管理能力の強化してきた 34。ま
た、2006 年の東レと FR 社で戦略的パートナーシップを締結により企画段階から参画
し、東レの人工気象室「テクノラマ」で製品コンセプトの機能性検証も行うなど 35、
製品開発段階でのソリューションを強化してきている。インタビューに応じて頂いた
東レの X 氏によると「東レにとって FR 社とのビジネスを通じて最終顧客(消費者)への
理解が進んだことが大きい。これによって、技術や素材というフィルターを通じて（ユ
ニクロと）同じところ見ることができている。（東レは）ユニクロの売り場のことま
で考えて日々徹底的にユニクロのためにやっている。」とのことである。  
このように、「ドライ」「ヒートテック」では開発初期の企画段階から試作段階の
ビフォアマーケットが東レの意味的価値創出に重要となっていた。ここでいう意味的
価値とは、繊維のコア技術を商品コンセプトに転換し、製品開発段階のソリューショ
ン提供によって FR 社の潜在ニーズの具現化してきたことである。また、それを可能に
しているのが GO 推進室を中心とする東レの縫製品のアーキテクチャ知識とバリュー
チェーン上のネットワークである。GO 推進室は、FR 社の方向性などを理解し、東レ
内部だけでなく外部（例えば、ホエイやアルガンオイルなどの保湿剤）の技術を探索・
統合して最終財としての商品コンセプトを FR 社へ提案していく。そして、90 年代後
半から試行錯誤を続けてきた縫製品の知識と生産管理などのノウハウ、生産工場のネ
ットワークを通じて技術を実装することで東レは価値創造している。  
開発経緯からもわかるように東レからの商品コンセプトの提案は、FR 社への理解、
繊維のコア技術だけでは十分でなく、縫製品にまで能力を拡張していたことで可能と
なった。縫製品への能力の拡張によって外部技術の統合が可能となりコア技術が一層
強化され、新たな商品コンセプトの提案が可能となっている。加えて、この「顧客の
顧客」への商品コンセプトの提案力によって、バリューチェーン上のネットワークを
形成する生産工場との関係が強化される正の循環が生まれる。これらの能力は、当初
全てが意図されたわけではない。縫製品事業自体は順風満帆でなかったものの、従来
の素材ビジネスから離れた事業領域へ参入したことによって、東レはこれらの能力を
獲得できた。  
 
3.3  積水化学の SPR 工法開発 
3.3.1 積水化学の状況 
積水化学は 1947 年にプラスチックの成形加工メーカーとして創業し、セロハンテー
プ、ポリバケツなどを多くのプラスチック製品を生み出してきている。現在は高機能
製プラスチックカンパニー、住宅カンパニー、環境ライフラインカンパニーの３つの
カンパニーとその他事業で構成されており、2017 年度は売上高 1 兆 1 千億円、純利益
                                                   
34 ファーストリテイリング「東レ×ユニクロ 第Ⅲ期戦略的パートナーシップ記者発表会資料」（2019
年 1 月 11 日アクセス）
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/presen151117_partnership_jp.pdf  
35 東レ株式会社 2018 年 6 月 11 日付プレスリリース
https://www.toray.co.jp/news/archive/2018/index.html  
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635 億円、ROE11.2％と高い収益率を誇っている 36。住宅カンパニーが 45％を占める
ものの、残り 55％は樹脂加工製品を製造・販売する BtoB ビジネスである。環境ライ
フラインカンパニーでは土木建築工事に使用される管材（パイプ）、雨どい、プラン
ト資材を主力製品としており、水道管などに使用する樹脂配管では国内トップサプラ
イヤーである。  
環境ライフラインカンパニーの 2017 年度売上高は 2392 億円であるがリーマンショ
ック直前の 2007 年度の 2338 億円から横這いの状況が永らく続いている 37。国内塩ビ
市場は 1997 年をピークに需要縮小が継続しており 38、塩ビ管材事業も住宅着工の減少、
国内需要の低迷を背景に苦戦している。一方、同じ硬質塩化ビニルを用いたパイプ事
業の中でも、既設の老朽化した下水管や農水管など管きょとよばれる配管の補修・再
生工事を対象とした管路更生事業は近年大きく成長した。管路更生事業の売上は 2005
年 100億円から 2008年度 182億円、2009年には 210億円程度まで大きく拡大しており、
直近の中期経営計画「SHIFT2019 - Fusion -」の中でも成長製品と位置づけられている
39。積水化学がなぜ成功することができたのか SPR 工法開発プロセスを辿ることで分
析する。  
 
3.3.2 SPR 工法 
日本国内では下水管の老朽化が顕在化してきており、多くの工法が乱立 40するが
SPR 工法は国内 15％のトップシェアを持つ 41。日本国内の下水道の総延長は 47 万 km
あるが、その内、下水管の寿命である設置後 50 年を超えるものが 1.3 万 kｍ、設置後
30 年を超えるものも 8.5 万 km あり老朽化が進んできている 42。下水管の崩落などに
起因する道路陥没は 2015 年度には 3,300 件発生しており、社会的な影響が出始めてい
る。積水化学の SPR 工法は、世界で初めて老朽化した下水管を掘り起こすことなく、
水が流れた状態のままで補修することができる工事方法である 43。SPR 工法では、施
工時に開削工事が不要なため交通への影響が少なく、工期が短いためコストを抑える
ことができる。プロファイルと呼ばれる硬質塩化ビニル製の帯状の板を下水管にらせ
ん状に巻き回して、既設の管路の内面に更生管を構築していく。通水しながら施工可
能、円形や矩形など様々な形状に対応可能、長距離の施工や部分的な施工も可能、開
                                                   
36 積水化学株式会社 2017 年度決算説明会資料（2019 年 1 月 11 日アクセス）
https://www.sekisui.co.jp/ir/document/event_account/__icsFiles/afieldfile/2018/05/08/20180426kg.pd
f 
37 筆者調べ。積水化学工業の決算資料にもとづく。  
38 塩ビ工業・環境協会「塩ビ樹脂生産・出荷実績（暦年）」（2019 年 1 月 11 日アクセス）
http://www.vec.gr.jp/lib/lib2_1.html 
39 2005 年度から 2008 年度の売上高は積水化学の 2008 年度決算及び 2009-2013 年度中期経営計画説
明会資料の管路更正事業等を主とする環境土木向け売上高。2009 年度の売上高は『日経ビジネス』2010
年 12 月 6 日号 P.33 より抜粋。2009 年度以降は積水化学から環境土木の売上高は開示されていない。  
40 日本管路更正工法品質確保協会の工法分類によると 58 工法が掲載されている。
http://hinkakukyo.jp/classify/index.html（2019 年 1 月 11 日アクセス）  
41 2010 年当時。日経マネー（Mar，2010）P.87 を参照。  
42 積水化学製品資料『管路リニューアルソリューション』（2018.10 改訂 17 版）を参照。  
43 積水化学 2013 年年 2 月 15 日付けプレスリリース。
https://www.sekisui.co.jp/news/2012/1230845_14690.html  
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削工事が不要なため廃棄物の大幅な削減が可能など多くの特徴を持つ 44。プロファイ
ルと施工機器にその技術的特徴を持つが、技術の独自性と社会的意義が評価され、2005
年には「第１回ものづくり大賞」経済産業大臣賞を受賞し、2013 年には生産工学分野
で権威ある第 59 回大河内賞「大河内記念賞」を受賞している。  
 
3.3.3 開発経緯 
 SPR 工法は積水化学、足立建設工業、
東京都下水道サービスの３社による共
同開発で実用化された。積水化学がオ
ランダのリブロックシステムズ社から
製造技術のライセンスを受けて東京都
下水道局へ共同開発を提案した。偶然、
同時期に上下水道の土木工事を専門分
野とする足立建設工業も単純な構造の
プラスチックの帯を巻いて貼り付ける
試作機を制作し、東京都下水道局に対
して共同開発を提案したタイミングで
あった。当時新しく設立され東京都下
水道サービスが両社の技術を検証した
結果、施工機械は足立建設工業、帯板
を積水化学のものをベースに３社で共
同開発を行うことで合意し、研究会が
1986 年に発足する。1987 年には SPR
工法研究会に名称を変更し、現在の会
員数は 500 社以上に拡大している。  
開発パートナーであった足立建設の秋元榮器氏のインタビューによると、開発当初
は、足立建設の開発した施工機械ではプラスチックの帯板が折れてしまう問題や帯自
体が素材の自重で撓んでしまう問題、形状を保てずに丸まってしまう問題もあった。
そこで積水化学と足立工業が喧々諤々と機械の改良、素材の改質、帯を金属で補強す
るなど、すり合わせによる改良を行ってきた。共同開発体制発足から 10 年間は比較的
簡単な工事現場で実験が重ねられたようであるが、1998 年には矩形渠、馬蹄形渠など
の断面形状でも対応可能な「自由断面 SPR 工法」が実用化され現在のかたちとなった
45。さらに、２年後の 2010 年には「自動化 SPR 工法」として帯を製管機に送る新機
材の開発による作業性の向上、地上からの遠隔操作する新技術の開発による無人化と
いった部材の周辺技術のバージョンアップによる付加価値向上を実現している 46。  
 
                                                   
44 管路更生工法 SPR 工法の開発及び普及（積水化学工業，2010）『工業用水』（No.600，2010-5）  
45 世界初の下水管更生工法を生んだ“技術屋”のロマン  ～足立建設工業・秋元榮器：日経ビジネスオ
ンライン（2019 年 1 月 11 日アクセス）https://business.nikkeibp.co.jp/article/tech/20070607/126750/ 
46 積水化学工業 2010 年 5 月 20 日付けプレスリリース。  
【図表 8：SPR 工法の施工イメージ】  
（出所）積水化学製品資料  
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3.3.4 バリューチェーン展開 
 積水化学は中間財サプライヤーとして SPR 工法を開発しただけではなく、施工会社
への指導、設計コンサルティング会社が行う劣化調査・診断システムの提供、自治体
向け下水道のアセットマネジメントシステムまで手掛ける。ここで重要な役割を果た
したのが、SPR 工法を開発した積水化学の高見浩三氏によるバリューチェーン戦略（上
田・天野，2012；齋藤，2008）と日本ノーディグテクノロジー（NNT）である。積水
化学は 1994 年に設立された日本ノーディグテクノロジー（NNT）に対して 1995 年に
株式 25％取得による資本参加、2000 年には全株式取得し、中間財サプライヤーであり
ながら直営工事会社による施工事業も展開した。NNT の目的は、SPR 工法普及のため
他の施工会社への教育や能力の補填、施工現場と密着した場所で材料や機器などの用
途開発を行うことであった（上田・天野、2012）。NNT を通じて参入した直営工事ビ
ジネスは決して順調ではなかったが 47、工事現場と直結した開発が可能な体制となっ
た。獲得した施工ノウハウは、新製品の開発だけでなく、SPR 工法協会の会員企業の
教育にも展開される。これによって施工会社のネットワークも強化されてきている。  
土木・建設業界は施主、設計、元請、施工、材料と分業化された構造となっている
が、その中で積水化学は材料サプライヤーである。バリューチェーンの中で材料販売
だけの付加価値は 15％と低かったが（上田･天野，2012）、積水化学は価値創造に成功
した。SPR 工法開発の過程では、プロファイルという独自のコア技術、掘削工事不要
という「顧客の顧客」であった東京都下水道サービスの潜在ニーズを捉えた商品コン
セプトの提案、施工技術を有する足立建設も入った三社共同開発による周辺技術への
拡張とコンセプトの具現化が見られる。また、SPR 工法を開発した高見氏は技術サー
ビス部門の経験が長く、設計、施工に関する知識を有していた（齋藤，2008；上田･天
野，2012）。高見氏は NNT 買収も主導しており、戦略的にバリューチェーンの川下の
技術・知識を統合してきた。これにより、SPR 工法は自由断面、自動化など施工技術、
診断、設計の周辺技術を強化することで、その競争優位を持続的なものにしている。
このように、積水化学の SPR 工法の場合もビフォアマーケットでのコンセプト提案と
ソリューション提供が意味的価値の創出に大きく貢献している。  
 
４．考察 
4.1 事例のまとめ 
本章では東レのヒートテック、積水化学の SPR 工法の事例をもとに産業財の意味的
価提創造について考察する。前述の東レ、積水化学の事例から成功要因として次の４
つの共通点を見出すことができる（図表 9）。  
① コア技術の特徴を生かした「顧客の顧客」の商品コンセプトの提案  
② ビフォアマーケットでのソリューション提供  
③ 川下事業への自社での進出 
④ バリューチェーンの中間業者のネットワーク化 
 
                                                   
47 積水化学は 2017 年 2 月に NNT の一部株式を譲渡して直営工事からは撤退している。試行錯誤の経
過は、上田・天野（2012）が詳しい。  
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【図表 9：東レと積水化学の成功要因】
 
 
 
一つ目の共通点は、コア技術の特徴を生かした「顧客の顧客」の商品コンセプトの
提案である。東レは FR 社とのヒートテック開発過程でポリエステルの吸湿・速乾性と
いう技術の特徴を生かして合繊肌着という新しいコンセプトの提案している。また、
積水化学も独自のプロファイル（工事用帯板）から掘削工事不要な下水管補修工事と
いう従来にはない工事のコンセプトを東京都下水道サービスに提案している。原材料
サプライヤーの東レにとって直接の顧客は縫製品メーカーであり、FR 社は縫製品メー
カーの顧客である。工事用部材サプライヤーの積水化学にとっても、直接の顧客は施
工会社であり、東京都下水道サービスは施工会社の顧客である。ヒートテック、SPR
工法ともに優れた商品コンセプトを「顧客の顧客」へコア技術を理解した中間財サプ
ライヤーから提案することで「顧客の意味的価値を持った商品」を生み出し価値創造
につなげている。  
二点目は、ビフォアマーケットでのソリューション提供である。東レは、ヒートテ
ック開発の過程で、女性用肌着としての肌触りを実現するため、アクリル繊維、レー
ヨン繊維との組み合わせ、染色技術の開発、保湿剤の配合を実施している。積水化学
も、帯板の改良だけに留まらず、施工機械、自動化技術、診断技術を開発している。
ここで共通しているのは自社のコア技術の開発・改良に留まらず、周辺技術を開発、
統合してきている点である。コア技術をもとに優れた商品コンセプトを提案できたと
しても「顧客の顧客」がそれを実現できる必要がある。東レの場合は縫製品、積水化
学の場合は診断・施工に技術領域を拡張し製品開発段階でソリューションを提供し、
自らが提案した「顧客の商品コンセプト」を具現化している。  
三点目は、川下事業への自社での進出である。東レは、1995 年に縫製品事業へ参入
している。積水化学も、1995 年に NNT に資本参加するかたちで施工事業に参入した。
積水化学の場合はソフト技術を NNT に蓄積するという戦略的意図をもっての参入で
あった。そのため、NNT では自社での施工に加え、同社に設置されたソリューション
（出所）筆者作成  
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センターで工事現場の環境を考慮した開発や改良、他の施工会社への指導も行ってい
た（齋藤，2008；上田・天野，2012）。一方、東レの縫製品事業は、縫製品のノウハ
ウをソリューションとして素材ビジネスに戦略的に活用することを意図したものでは
なかった。参入のタイミングも東レの縫製品事業はヒートテックの開発以前に行われ
たのに対して、積水化学は SPR 工法開発後となっている。このように川下事業への参
入プロセスは両社で異なるものの、ビフォアマーケットでのソリューションを提供す
るための顧客製品の知識とノウハウを自らの川下事業で獲得している点は共通してい
る。  
四点目は、バリューチェーンの中間業者のネットワーク化である。ここでの中間業
者とは、バリューチェーン上で中間財サプライヤーと「顧客の顧客」の間に介在し、
中間財サプライヤーの製品を加工もしくは使用する企業のことを言う。東レは編み、
染め、縫製のサプライヤーネットワークを構築している。積水化学も SPR 協会を設立
し、施工会社のネットワークを構築している。東レの場合はサプライヤーネットワー
クを自社のコア技術と統合していくインバウンド型であるのに対して、積水化学は
SPR 工法協会の会員企業に技術や知識の提供を行うアウトバウンド型となっている。
ネットワークの性質の違いはあるものの、両社ともにヒートテック、SPR 工法という
意味的価値を持った商品コンセプトを提案するだけでなく、それを具現化する過程で
バリューチェーンの中のネットワークを有効に活用している。次節以降では、これら
の成功要因について、意味的価値創出のプロセス、それを支える中間財サプライヤー
の組織能力、中間財サプライヤーの意味的価値創出のマネジメントの観点で考察する。 
 
4.2 生産財における意味的価値創出のプロセス 
本節では意味的価値創出のプロセスの観点で、前節の４つの成功要因のうち商品コ
ンセプトの提案とビフォアマーケットでのソリューション提供について考察する。  
ヒートテック、SPR 工法のいずれの場合もコア技術から「顧客の顧客」の商品コン
セプトへの転換、周辺技術と組み合わせによるビフォアマーケットでのソリューショ
ン提供の２つの点で意味的価値を創出している。意味的価値は「機能だけではない主
観的な価値」（延岡，2011）である。ここで重要なことは、技術・スペックなどの客
観的な「機能的価値」を価値の源泉としながらも、顧客が主観的に商品に対して意味
付けすることによって「意味的価値」が生まれるという、技術と価値が不可分な関係
性を有している点である。つまり、技術にもとづく顧客の問題解決によって価値が創
出されているのかが重要であるとも言える。生産財では問題解決に伴い経済的価値を
生み出すことが重要となるが、それ以外は生産財、消費財ともに同じである。  
第一に、中間財サプライヤーからの商品コンセプトの提案では、ヒートテック、SPR
工法ともにコア技術（機能性）を最終財の商品コンセプトへ変換することで、最終財
の消費者の持っていた潜在ニーズに対してソリューションを提供している。東レは特
殊なポリエステルの吸湿速乾性をもとにドライな合繊インナーのコンセプトを提案し
た。これは、夏場のじめじめとした不快感や冬場の着膨れに対する問題解決となって
おり、一般消費者が持っている潜在ニーズをとらえたものであった。積水化学も、プ
ロファイル（帯板）による掘削不要な工事というコンセプトで、下水道工事による渋
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滞回避という価値を生み出した。最終財の消費者である自治体の潜在ニーズをとらえ、
下水道の復旧という機能以上の価値を生み出している。いずれも中間財サプライヤー
によってコア技術の機能性から意味的価値の高い最終製品が生み出されていることが
分かる。  
次に、「顧客の顧客」の製品開発段階である「ビフォアマーケット」のソリューシ
ョン提供について考察する。前述の通り、ドライな合繊インナー、掘削不要な下水管
補修工事は意味的価値の高い商品コンセプトであった。しかし、問題は「顧客の顧客」
がサプライヤーの提案した商品コンセプトをサプライヤーから提供されるコア技術だ
けでは実現できない点にある。中間財は機能が限定されるため、提案した商品コンセ
プトの実現は「顧客の顧客」に依存することになる。ここに２つの矛盾が存在する。
一つは「顧客の顧客」は潜在ニーズを持つが、コンセプト実現のための統合能力が不
足しているという問題である。ヒートテックの開発で重要となった肌触りを実現する
ためのポリエステルとアクリルを同時に染色する技術を FR 社は持っていなかった。東
京都下水サービスも積水化学のプロファイルの施工技術は持たなかった。もう一つは、
中間財サプライヤーから提案されたコンセプトが潜在的なニーズをとらえていればい
るほど「顧客の顧客」はそれに気付いていないという矛盾である。合繊肌着は最初か
ら FR 社に歓迎された訳ではなく、SPR 工法も普及にまで時間を要している。東レ、積
水化学ともに、コア技術から周辺技術に領域をすることで、これらの問題を解消して
いる。東レは、ヒートテックの企画段階でポリエステル繊維というコア技術と染色の
外部技術を統合によって肌触りの問題を解決しコンセプトを具現化させ、積水化学も
施工技術を統合することで SPR 工法を具現化した。両社ともに周辺技術へ拡張しコン
セプトを具現化できたことで、潜在ニーズの顕在化が可能となっている。  
ここまでの議論で明らかなように商品コンセプトの提案、コンセプトの具現化の支
援のいずれもビフォアマーケットでの価値創造につながる。長内（2018）は、アフタ
ーサービスが意味的価値を生み出すことを強調した。しかし、本稿の事例が示すのは、
中間財サプライヤーが周辺技術へ拡張して顧客の製品購買前の段階でソリューション
を提供することが「優れた製品が開発できる」という極めて主観的な価値を創造して
いる点である。もちろん、すべての生産財のビフォアマーケットでのソリューション
がコア技術と周辺技術が統合したかたちで提供されるわけではない。3M ジャパン、テ
ルモ、ディスコは、オープンラボを設置することで顧客理解を深め、キーエンスは顧
客の現場に入り込むことで、顧客の潜在ニーズに対応した商品自体をソリューション
として提供している（延岡，2011）。これらもビフォアマーケットのソリューション
提供であるが、顧客理解による使用方法の提案とコア技術を使った自社での柔軟な製
品開発が意味的価値の源泉となっている。この点は、東レ、積水化学の周辺技術に拡
張することによるソリューション提供とは異なる。  
以上の議論を踏まえ、生産財における意味的価値創造のフレームワークとして意味
的価値の源泉とソリューションの提供のタイミングによる分類が可能であることを図
表 10 に示す。技術革新だけでは価値創造が難しいことは既存の多くの研究が指摘して
いる（Teece，1986；延岡，2011；小川，2014）。延岡（2011）は、そのような状況を
踏まえて日本企業の顕在化したニーズに対して数値化できるスペックによる価値提供
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から潜在価値にソリューションを提供していく価値づくりが必要であることを主張し
た。一方、本稿の生産財の意味的価値創造のフレームワークはソリューションの提供
がなされることを前提にどのように提供すべきかの枠組みを示すものである。  
図表 10 のマトリックスの左上の領域は、コア技術によるビフォアマーケットへのソ
リューション提供である。使用方法を提案しコア技術によって価値創造する戦略であ
る。ここで重要となるのは、顧客理解と自社製品の柔軟な開発力である。右下の領域
は、アフターマーケットへの周辺技術によるソリューションの提供である。長内（2018）
が主張した汎用的な周辺技術を組み合わせ製品と一体となったアフターサービスを提
供することで差異化する戦略である。右上の領域が本稿の提案する“ビフォアマーケ
ットイノベーション”である。コア技術と周辺技術によってビフォアマーケットでソ
リューションを提供する。中間財サプライヤーが、最終財メーカーに対してコア技術
から生み出される意味的価値を持った商品コンセプトを提案し、周辺技術の統合によ
って価値創造する技術戦略である。この戦略では、２つの意味で意味的価値の創出が
可能となる。一つは、コア技術のもつ独自性を商品コンセプトへ転換することでヒー
トテックや SPR 工法のような潜在ニーズを顕在化させる意味的価値の高い最終財を創
出する。もう一つは、中間財サプライヤーが周辺技術を統合し商品コンセプトを実現
していくことで提供される、最終財メーカーに対しての「優れた商品開発が可能にな
る」という主観的な価値の創出である。  
このように中間財サプライヤーが意味的価値の高い最終財を提案することが、中間
財サプライヤーの顧客にとっても生産財としてのソリューションとなる相互依存の二
重構造となっている。すなわち、中間財サプライヤーによって提案された商品が最終
消費者の潜在ニーズをとらえることで最終財自体の価値が高まる。最終財としての価
値が高まることで、中間財サプライヤーに対する顧客からの信頼性が高まる。中間財
サプライヤーは信頼性が高まることで次の商品コンセプトの提案が受けいれられやす
くなり、意味的価値の高い製品をより生み出すことができるようになる。これまで消
費財の意味的価値と生産財の意味的価値は、その性質の違いから別々に議論されてき
ていた。延岡（2011）は、消費財の意味的価値を商品企画、生産財は顧客の理解が重
要であり、差別化のポイントが異なるとしている。しかし、ビフォアマーケットイノ
ベーションでは中間財サプライヤーの顧客の商品コンセプト提案力、つまり、商品企
画力が重要となっているのである。この点はこれまでに議論と大きく異なる。本稿の
ビフォアマーケットイノベーションは、中間財サプライヤーが顧客へのソリューショ
ンだけでなく、その商品企画力によって最終財として意味的価値の高い商品コンセプ
トを提案することで生産財と消費財の意味的価値を同時に創造することが可能である
ことを示している。これは従来の研究に新たな知見を加えるものであり、意味的価値
の議論を発展させる意義がある。  
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【図表 10：生産財の意味的価値創造フレームワーク】  
 
 
4.3 中間財サプライヤーの意味的価値創出のための組織能力 
 本節では中間財サプライヤーの意味的価値創出のための組織能力構築のプロセスに
ついて考察する。東レ、積水化学は川下事業への進出することでビフォアマーケット
でのソリューション提供能力を獲得し、バリューチェーンの中間業者をネットワーク
化してきた。これらを可能にしたのがオープン化の組織能力である。  
Chesbrough（2003）は「オープンイノベーションは企業内部と外部のアイデアを有
機的に結合させ、価値を創造することをいう」と定義し、安本・真鍋（2017）はオー
プン化の組織能力として、企業内部と企業外部に関する６つの組織能力を提示した。
東レ、積水化学の場合の重要となったのは、安本・真鍋（2017）の６つ組織能力のう
ち次の三点である。一点目は中間財サプライヤーが川下事業への進出によって最終財
の知識・技術を獲得して商品コンセプトの提案している点でのアーキテクチャのデザ
イン能力、二点目は周辺技術の統合をコンセプトの具現化に活用している点での吸収
能力、三点目は中間業者をネットワーク化している点でのネットワークの構築能力で
ある。  
ヒートテック開発のキーとなった東レの GO 推進室は縫製品ビジネスの経験を持っ
たメンバーが参画していたことで、縫製品のノウハウが活用され商品コンセプトの提
案が可能となった。コンセプトの実現過程においても、東レの縫製品事業のノウハウ
とネットワークがあったことでポリエステル繊維とアクリル繊維を同時に染色技術す
ることが可能となり、コンセプトの具現化が可能となっている。東レはサプライヤー
ネットワークに対して、新市場を創出し市場拡大を主導することで関係をより強固な
ものとしてきている。積水化学の場合は、SPR 工法開発後に NNT に資本参加を行うこ
とで施工技術の知識が強化されている。これを主導した高見氏は、同氏は技術サービ
ス部門出身ということもありソフト技術の蓄積を図るという明確な意図をもって行わ
れた。また、SPR 工法拡大の過程では、施工会社への技術教育、自動化技術や診断技
（出所）筆者作成  
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術の開発による SPR 工法の強化によってネットワークを支援している。これら新技術
の開発ができたのは、NNT の獲得によって施工現場に近いところでの開発が可能とな
ったことが大きい。  
中間財サプライヤーがコア技術を商品コンセプトに転換していることは前節で述べ
た。しかし、そのためにはアーキテクチャのデザイン能力が不可欠であり、川下事業
の経験によって生み出されている。また、製品コンセプトを実現していく段階でも、
アーキテクチャのデザイン能力を持っていることで、内外の技術を統合していく吸収
能力が生み出されている。これらによって、ネットワークを主導することが可能とな
り、中間業者のネットワークに対する影響力も増大する（図表 11）。  
【図表 11：組織能力構築プロセス】  
 
 
安本・真鍋（2017）は、アーキテクチャのデザイン能力を企業外部の知識・技術を
扱うための統合能力であると同時に企業内部の知識や技術をどのように集約するかと
いう自社製品の見直しも含めた統合能力であるとしているものの、あくまでも企業内
部の知識・技術の管理能力と捉えた。アーキテクチャのデザイン能力を企業内部の能
力を捉えてしまうことは、自社の製品を企画・設計する能力となることを意味し、そ
の重要性が矮小化されてしまう。本稿での議論は安本・真鍋（2017）とは異なる。ア
ーキテクチャのデザイン能力は中間財サプライヤーにとっては企業外部との関係性を
マネジメントする上での重要な組織能力となっている。これによって、吸収能力、ネ
ットワーク構築能力が強化され、周辺技術への拡張が可能となる。周辺技術への拡張
は、前節で述べたビフォアマーケットイノベーションを実行するために不可欠な要素
である。つまり、中間財サプライヤーがアーキテクチャのデザイン能力を獲得するこ
とでビフォアマーケットイノベーションが可能となるのである。  
また、東レ、積水化学の事例は、自社の研究開発によってアーキテクチャのデザイ
ン能力を獲得するのではなく、自ら川下事業に参入することで能力を獲得した点でも
既存の研究と異なる。Gawer & Cusumano（2002）は、インテルの MPU 事業を事例に
インテルアーキテクチャラボラトリーの創設で製品化技術の獲得が可能となったこと
を示したが、本稿は中間財サプライヤーが直接川下事業へ参入することもアーキテク
チャのデザイン能力の獲得に有効であることを示す。以上の議論は、これまで検証が
充分でなかった中間財サプライヤーのオープン化の組織能力の構築プロセスと能力間
の関係性の新たなパターンを示し議論を発展させた点で意義がある。  
 
（出所）筆者作成  
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4.4 中間財の意味的価値創出のマネジメント 
本節では、ビフォアマーケットでの商品コンセプト提案とソリューション提供によ
る中間財サプライヤーの意味的価値創出プロセスと川下事業によるオープン化の組織
能力構築の関係性について、意味的価値のマネジメントのプロセス（延岡，2011）の
観点から考察する。延岡（2011）は、顧客理解から意味的価値の高い商品をつくる二
段階の意味的価値マネジメントを提唱し、生産財では第一段階の顧客理解が他社との
差別化につながるとした。また、中間財を対象にした製品開発の既存研究は、潜在的
なニーズを把握するためには「顧客の顧客」が重要であることを指摘する（2003，富
田；2003，桑嶋）。しかし、中間財サプライヤーが意味的価値を創出するには、これ
らの点だけでは充分でない。これまでの議論で明らかな通り、中間財サプライヤーは
「顧客の顧客」の潜在ニーズを見つけ出したとしても、自社のコア技術だけでは解決
できない場合が多く存在するからである。  
本稿の事例で意味的価値創出を可能にしたのは、コア技術の積み重ね（延岡，2011）
でもなく研究開発による製品化技術の獲得（Gawer&Cusmano，2002）でもなかった。
東レ、積水化学ともにコア技術から周辺技術への拡張することで価値創造が可能とな
っていた。両社は、川下事業でアーキテクチャのデザイン能力を構築し、吸収能力、
ネットワーク構築能力を持ったことで価値創造を実現している。また、両社は 10 年以
上に渡り、コア技術自体は同じ（もしくは漸進的な若干の変化）であったとしても周
辺技術を進化させることでヒートテック、SPR 工法の持つ意味的価値を長期に渡り持
続させている。以上のプロセスをまとめたものが図表 12 の中間財の意味的価値マネジ
メントである。中間財の意味的価値は、延岡（2011）の言う二段階ではなく、三段階
のサイクルによって創り出される。このサイクルの中では、二つの意味で意味的価値
が創出可能である。一つは意味的価値の高い最終財の実現であり、もう一つはソリュ
ーションの提供による生産財としての意味的価値である。  
【図表 12：中間財の意味的価値マネジメント】  
 
 （出所）延岡（2011）をもとに筆者作成  
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また、本節の中間財の意味的価値のマネジメントのサイクルは、オープン化とその
ための組織能力が価値創造の源泉となっていることを示す。これはものづくり企業に
とってオープンイノベーションが価値創造に結びつかない（2010，延岡；2012，武石）
との指摘とは異なる。延岡（2011）はコア技術の積み重ねの重要性を指摘したのに対
し、Gawer & Cusmano（2002）はオープン化の議論の中でプラットフォームリーダー
戦略としてコア技術の進化の価値を最大化させるためにプラットフォームリーダーが
製品化技術を提供し補完財のエコシステムを繁栄させることの重要性を説いた。議論
の文脈は異なるが、ともにコア技術の進化を価値創造の前提としている。しかし、本
稿が示すものはコア技術自体の進化が少ない場合においても、コア技術に周辺技術を
統合していくオープン化によって価値創造が可能であるということである。  
 
５．結論 
5.1 まとめ 
まず本節ではこれまでの議論をまとめ、第２節で実務へのインプリケーション、第
３節で今後の課題を述べる。本稿がこれまでの議論で明らかにしたのは次の三点であ
る。第一にコア技術から周辺技術へ拡張することの重要性である。コア技術を顧客の
商品コンセプトへ転換し、コンセプトを具現化するためのソリューションを提供する
ことが価値創造につながることを指摘した。これにより中間財サプライヤーは、最終
財としての意味的価値と生産財としての意味的価値の両方が創出可能となっている。
これまでの生産財の意味的価値の研究ではソリューションどのように提供するかは充
分検討されていなかった。本稿では、ビフォアマーケットでのソリューション提供に
より価値創造が可能となる「ビフォアマーケットイノベーション」という新たな仮説
を導出し、これまでの議論を踏まえ生産財の意味的価値創造フレームワークを提示し
ている。  
第二に、アーキテクチャのデザイン能力の重要性である。従来の研究では企業内部
の能力と捉えられていたアーキテクチャのデザイン能力が、中間財サプライヤーによ
る価値創造のための外部企業との関係性のマネジメントにおいて重要な役割を果たし
ていることを指摘した。アーキテクチャのデザイン能力、吸収能力、ネットワーク構
築能力によって、ビフォアマーケットイノベーションによる意味的価値の創出が実現
されており、そこでは川下事業で獲得したアーキテクチャのデザイン能力を起点に吸
収能力、ネットワーク構築能力を強化される関係性にあることを明らかにした。  
第三に中間財サプライヤーがオープン化によって価値創造していることを指摘した。
東レ、積水化学の周辺技術への拡張による価値創造のプロセスは、オープンイノベー
ションはものづくり企業にとって価値創造に結びつかないという議論とは異なるもの
であった。これを支えるオープン化の組織能力はともに川下事業によって獲得されて
おり、能力獲得のプロセスは自社でのコア技術の積み重ね（2011，延岡）とも R&D に
よる製品化技術の獲得（Gawer & Cusmano，2002）と異なることを指摘した。  
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5.2 実務へのインプリケーション 
本稿が示す実務へのインプリケーションは、優れたコア技術の機能が価値を創造す
るのではなく、技術を顧客の問題解決に結びつけることの重要性である。本稿で導出
した仮説は、コア技術だけではなく周辺技術へ拡張することによる顧客の製品開発段
階での価値創造であった。ここから言えるのは、コア技術開発だけに投資していたの
ではいずれ負けるということである。コア技術の差別化を否定するものではないが、
それだけでは価値創造がやがて困難になることを指摘したい。日本の製造業の技術力
は高いが、優れたコア技術もいずれは追い付かれてしまう。中国、韓国やインドなど
によるものづくり分野での追い上げも著しい。日本の中間財企業の多くは、顧客の顕
在化したニーズに対して機能面での競合他社との差別化に明け暮れているが、すぐに
競合も同じような性能向上を行うのでこれではいくら技術開発しても価値創造に結び
つけることは難しい。いま中間財企業に求められるのは、顧客目線での技術戦略であ
る。自社の保有するコア技術で顧客の課題を解決するために必要な要素は外部にも求
め、中間財サプライヤーが提案能力を高めることが今後の価値創造には不可欠である。 
 
5.3 今後の課題 
本稿の今後の課題としては、導出した仮説が繊維産業、建設資材産業以外でどの程
度当てはまるのか検証が必要であり、一般化の問題が残る。今回取り上げたのはいず
れも成熟産業である。中間財サプライヤーによる商品コンセプト提案、周辺技術によ
るソリューション提供の有効性が、技術進化の速い産業や市場成長率が高い産業でも
当てはまるのか今後検討していきたい。また、川下事業による組織能力の獲得につい
ても、参入のタイミングの違いや事業規模の違いによる差異が生じるのか今後の検討
していきたい。  
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